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１．背景と目的 

農村では少子高齢化により人口減少が進むなか、農業の担い手の減少が加速度的に進行

している。そこで農林水産省では平成元年以降、ほ場の大区画化とともに担い手への農地

利用集積の促進や農業生産法人等を育成する事業の創設など経営体の規模拡大を推進して

きた。集落営農実態調査 1)によれば集落営農組織は増加傾向にあるが、平成 27 年には集落

営農組織の主たる従事者の 44.9%が

65 歳以上であり、組織の継続的な運営

には後継者不足が懸念されることから、

複数の集落による営農組織が増加して

いる（図１）。また、著者らのこれまで

の調査 2)においても、一つの集落規模

の営農組織では人材や労働力が不足す

るため、複数の集落にまたがる協働が

必要であることを明らかにした。複数

集落の協働のためには、集落営農組織

の連合体など担い手の連携や一体的な

農地管理等、広域でのつながりをもつ

組織作りが重要である。そこで本調査では、圃場整備事業を契機に集落営農組織の拡大を

行った事例地区において、広域化における圃場整備事業の効果要因について検討を行った。 

２．集落営農組織の拡大 

 集落営農組織の広域化はこれまで主と

して経営の視点から検討されており、ネ

ットワーク型と広域合併型の２つに大別

される 3)。ネットワーク型では、各組織

は個別のままで、施設の共同利用や販売

戦略のための組織を作ることで広域化の

メリットを獲得するもので、中山間地域

などの立地特性から広域の空間的な農地

集約が見込めない地域に設立されている

ことが多い。 

広域合併型は土地利用型作物を中心とした地域に多く、広域化による省力化・効率化の

メリットを得るため設立されており、合併のタイプから連合体型と一体型に分けられる（図

２）。連合体型は各営農組織の代表者からなる組織で経営される。集落単位での営農ルール

を残すことが出来るため設立が容易であり、かつ経営面での合併のメリットを得られるが、

組織の継続には集落ごとの営農ルールの齟齬から問題点が出てくる可能性がある。一方、

一体型では、合併組織設立のために各集落独自の営農ルールの調整が必要だか、設立後は

継続的に運営が期待されるため連合体型から段階的に一体型へ移行することが望ましいと

考えられる。 
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図１ 集落営農を構成する農業集落数 1) 

図２ 集落営農組織の広域化のタイプ 
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３．事例地区調査 

事例調査を行った地区は北陸地方および関東地

方の平野部で土地利用型作物を中心とした地域で圃

場整備事業を契機として集落営農組織が設立された

２地区である（表１，２）。調査は各農事組合法人の

代表者および行政担当者から聞き取り調査で行った。 

１）圃場整備事業と集落営農組織の設立 

両地区とも、事業以前は 10a 程度の小区画整備済

み地域で、ほぼ個人農家による営農がおこなわれて

いた。国営の農業用水整備事業に合わせて圃場整備

事業が実施され、これを契機に、地区内の関係全集

落を中心として生産組織設立の検討がされた。まず

各地区ともに集落を単位とした集落営農組織が設立

され、農地が集約された。その後、Ｋ地区では５つ

の集落営農組織で 2.5ha の大区画に適した大型機械

の共同利用のための組合を設立し、組合では各組織

の代表者で営農計画を調整し、機械作業を請け負っ

た。当初は各集落のオペレーターは自分の集落の作

業のみを行っていたが、作業の効率化と経費の節減

のために、徐々に組内の他集落の作業も行い、最終

的には機械利用組合全体で５集落の農地について作

業を行うようになった。この機械利用組合をもとに５つの集落営農組織が合併して広域の

農事組合法人を設立に至った。設立に当たって集落営農配当金、出役の作業やその単価に

ついては各集落の営農組織で異なっていたが、合併の際に話し合いで一元化が図られた。

集落間では機械利用組合を中心とした交流があったため問題なく行われた。一方、Ｓ地区

では最初に設立された集落ごとの営農組織で機械を整備し、農地の集約的な管理を達成し、

その後、集落単位での農事組合法人の設立に至った。 

２）集落営農組織の拡大のための圃場整備の効果 

両地区の圃場整備事業で大きく異なるのは、区画面積である。Ｋ地区の 2.5ha の大区画

圃場に対してＳ地区は 50a である。Ｋ地区では将来の担い手の減少を考慮し、省力的な営

農を行うために、大区画の整備を選択した。その結果、大区画圃場を効率的に活用するた

めの大型機械の導入や作業の省力化のために移植から直播に転換して新しい栽培法を導入

することとなった。新しい播種法を取り入れたことで新規の機械や圃場の区画に合わせた

大型機械を取りそろえるためまとまった投資をするため共同の組織を設置する必要が生じ

た。農作業を自分の集落を越えて、組織内の他の集落にまたがって実施することが定着す

るようになり、徐々に集落間の垣根がなくなり、結果的に集落営農組織の拡大が可能とな

ったと考えられる。 

４．まとめ 

広域の営農組織の設立には、地権者の関心が圃場に集まる圃場整備事業の実施が営農組

織拡大のチャンスとなっている。圃場区画の拡大は、単に共同作業を行うことによる作業

の効率化・省力化だけでなく、機械の共同利用し複数集落にまたがる作業を行うことによ

り、農業者閒での交流の機会が拡大して合意形成の促されたという事実を踏まえると、広

域なつながりを持つシステム構築のために重要な要因であると考えられる。 
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表２ 調査農事組合法人の概要 

農事組合法人U
K地区

農事組合法人A
S地区

組織タイプ 五集落一農場 一集落一農場

経営面積 167.8ha 76ha

組合員数 161人 59人

栽培作物
稲・大麦・大豆
そば・ねぎ

稲（一部飼料稲）・麦
大豆・ネギ・枝豆

施設園芸

トラクター　135ps4台，
62pa2台

トラクター　80ps1台,
65ps1台,　33ps3台

田植機　直播用8条2台
　　移植用8条1台

田植機　8条2台,
6条・4条各1台

コンバイン6条刈4台 コンバイン4条刈4台

主要機械

K地区（北陸） S地区（関東）

事業
経営体育成基盤整備
事業（ほ場）

経営体育成基盤整備
事業

受益面積 269.8ha 231.9ha

工期 H17-28 H20-28

関係集落数 8集落 3集落

従前の事業
区画面積

S34-41団体営ほ場
整備事業
10-20a

S16-20非補助土地
改良事業

10a

事業後の
区画面積

2.5ha 50a

営農組織 2法人5経営体 3法人

農地集積率 78.4% 60.1%

表１ 調査地区の概要 
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